
 
日経経営セミナー 

 

「外国人労働者の労務管理」 

  

今日の我が国の海外進出は、企業規模に関係なく急速に進行しており、中国、インド、ロシアをはじ

めとしてその国の労働者を日本国内に就労させる企業が増加してきています。しかしながら、企業経

営に不可欠となっている外国人労働者の労務管理については、出入国管理及び難民認定法等が改正さ

れ、労働社会保険諸法令についても日本人と同等の扱いをするよう義務付けされています。このセミ

ナーでは、企業コンプライアンスの面からも外国人労働者を採用する際の注意点やその労務管理を行

うにあたり、就業規則において定めなければならないポイントを解説します。 

 

 

＜日時＞ 
 

 ２００６年７月１３日（木） 

１８：３０～２０：００ 

 

＜会場＞ 
 

 日本経済新聞社大阪本社８階会議室 

大阪市中央区大手前１－１－１ 

 

＜講師＞  
 

神戸労働法律研究所所長社会保険労務士・人事・退職年金コンサルタント 
八木 昌孝 氏 

 

 
 
 
 

主催 
日本経済新聞社 
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